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広島銀行概要＇平成22年3月末（

預金 5兆4,400億円

貸出金 4兆3,540億円

有価証券 1兆5,376億円

店舗数 国内167拠点

海外駐在員事務所２拠点

従業員数 3,418名

自己資本比率 11.82％

外部格付 Ａ＋＇Ｒ＆Ｉ（、Ａ＋＇ＪＣＲ（

A3(Moody`s)

*単体実績
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1. リスク統括部の組織と業務内容
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リスク統括部の組織と業務内容

部署 業務内容

リスク統括部 全行のリスク管理統括部署として、各リスクを統括管理

リスク管理の実施状況を定期的に経営に報告

リスク統括課 「リスク管理統括」

統合的リスク管理、市場リスク管理、流動性リスク管理

オペレーショナルリスク管理、資産・負債の総合管理

信用リスク統括課 「信用リスク管理統括」

信用格付制度・自己査定・償却・引当に関する企画・立案

信用リスクの計量化・与信ポートフォリオ管理

自己資本比率規制の信用リスクに係るリスクアセット管理
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2. 統合的リスク管理
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＇１（統合的リスク管理体制

リスク統括部（全行のリスク管理統括）

営業店・本店部・グループ会社

事務リスク
【事務統括部】

システムリスク
【IT統括部】

人的リスク
【人事総務部】

有形資産リスク
【人事総務部】

法務リスク
【ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ統括部】

審査会

信用リスク
【リスク統括部】

市場リスク
【リスク統括部】

流動性リスク
【リスク統括部】

風評リスク
【総合企画部】

オペレーショナルリスク
【リスク統括部】

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会

監

査

部

経営会議

取締役会
監
査
役
（監
査
役
会
）

統合的リスク管理委員会
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＇２（統合的リスク管理規定体系

基本規程 統合的リスク管理・与信基本原則・自己査定償却・引当

統合的リスク管理方針 毎期の管理方針

規程 各リスク管理の基本方針・態勢・役割

資本配賦額・保有限度額・損失管理基準

細則 リスク計測手法・運営要領
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＇３（リスク管理の考え方①

 信用リスク・市場リスク・流動性リスク・オペレーショナルリス
クを統合的に管理・把握し、経営体力と対比して適正な水準
にリスクをコントロールしたうえで収益力の強化を図る。

 業務上抱えるリスクを包括的に認識し、適切なリスク管理態
勢の構築を図る。

リスク管理の基本方針
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＇３（リスク管理の考え方②

 各部から情報が入る仕組み作り

 他部との日常のコミュニケーション

 他行・他社のリスク顕在事例の当行での発生可能性の検証

留意点・心がけていること

 新規業務開始・新商品発売の場合、全てのリスクカテゴリーでのリスクの
有無を所管部が確認し、リスク統括部と協議

 複雑な形態の貸出や投資は、リスク統括部と案件を協議

 リスク情報の集約・当行他部門への影響を把握し対策を協議

リスク統括部の役割の事例
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＇４（リスク資本配賦運営方法

資本配賦額

連結Ｔｉｅｒ１から 一定量のバッファーを控除した額とする。

リスクカテゴリー毎の資本配賦額 → 直近のリスク量実績を下に経営計画達成に必要な額を配賦

バッファー

連結Tier1 資本配賦
原資

貸出金信用リスク

預貸金等金利リスク

純投資有価証券リスク

政策投資株式リスク

オペレーショナル・リスク

連結Tier1 バッファー ≧ 資本配賦額原資 ＞ 統合リスク量－

資本配賦方針

リスク量のリミットとして配賦額
の〇〇％をアラームポイントと
して設定
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＇５（統合ストレステスト①

シナリオ設定の考え方

（ヒストリカルシナリオ）
① 過去の実績等に基づく基本シナリオ

② ①に加え、資産間＇株式と債券等（の相関が崩れるシナリオ

（仮想シナリオ）
③ 想定できる個別リスク事象を反映したシナリオ

実際に起こった事象のほか、特定業種の劣化を想定

統合ストレステストの運営

経済・市場環境やポートフォリオの変化に応じて適切なシナリオに変更

リスクの総合的な評価

重大な影響を及ぼしうる事象を包括的に捉えたストレステスト・シナリオを用いてリスクを統合的に評価・計測

自己資本充実度の評価

適切なストレスシナリオを複数作成し、自己資本及びリスクへの影響度を分析し、自己資本充実度を評価
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＇５（統合ストレステスト②

 想定したシナリオが、発生した場合の資産価値下落額を把握

 連結Tier1との対比により自己資本の充実度を評価

ポートフォリオの現状・特徴を踏まえたストレスシナリオ
○大口与信先の劣化
○与信上位業種の劣化

足元の経済・市場環境を踏まえたストレスシナリオ
○売上高減少
〇円高

貸出金信用リスク 市場リスク

株価・円金利のストレスの組
み合わせを想定し、最も実感
のあるシナリオを選択

＋

米国金利上昇
信用スプレッド拡大

統合ストレステストの枠組み
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3. 信用リスク管理
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＇１（信用リスク管理体制

信用リスクの定義
信用供不先の信用状態の悪化等により、資産（オフバランス資産を含む）の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスク。
このうち、特に、海外向け信用供不について、不信先の属する国の政治・経済情勢等により、損失を被るリスクを、カント
リー・リスクという。

営業店・関連会社

審査所管部(融資第一部・融資第二部・資金証券部)

リスク統括部【統括部署】 監査部

案件申請
格付申請

承認

監
査

監
査

施策実施

施
策
実
施

計
数
把
握

承
認

案件申請
･報告

頭取・担当役員

審査会

統合的リスク管理委員会

審議・報告

経営会議

報
告

取締役会

報
告

監
査
結
果
報
告

監査

融資企画部・個人部・
業務サービス部

施策実施

施策実施
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＇２（信用リスク管理の体系

全体管理 個別管理

採り上げ

・クレジットリミット
・貸出基準金利 等

中間管理

・地区不信管理体制 等

経営改善支援

・経営改善支援に向けた
本部サポート 等

格付・自己査定

信用リスク計量化

・EL (Expected Loss)
・UL (Unexpected Loss)

ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ）

・ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率分析
・不信集中状況分析
・業種集中状況分析 等

課題抽出・対応

・計画策定
・全体・個別管理施策 等

個別と全体をつなぐツール
（モノサシ）

設計

運用検証
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＇３（格付・自己査定

【格付体系】

格付 債務者区分

個社別の
取組方針も
併せて決定

○格～○格 正 常 先

〇格 要 注 意 先

〇格 要 管 理 先

〇格 破 綻 懸 念 先

〇格 実 質 破 綻 先

〇格 破 綻 先

【格付方法】

格付方法 概 要

通常時格付
年１回の取引先の決算更新に基づき付不する
格付。

通常時以外格付
債務者その他融資関係人に信用状態の変化等
の事由が生じた場合等に付不する格付。

【格付種類（通常時格付）】

①上場企業等格付

②一般事業法人格付
（業種別8種類：製造業･建設業･丌動産業…外航船貸渡業）

③個人事業主・個人格付

④国・地公体格付

⑤海外企業等格付

⑥特定債権格付

【格付決定フロー】

営業店
（申請）

審査所管部
（決裁）

ﾘｽｸ統括部
（検証査定）

意見書

監査部

運用監視
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＇４（格付・自己査定②

【格付検証】

モノサシがくるっていては適切な信用リスク管
理が出来ない

定期的（年１回）精度を検証し、課題抽出・改
善対応を図ることが重要

【検証項目】
①デフォルト判別力（AR値・KS値等）
②デフォルト率の整合性
（格付区分別PD、格付種類別PDの整合性等）
③格付区分別債務者分布の適切性
④格付付不結果の安定性
⑤外部格付マッピングの妥当性

25 先

50 先

75先

100 先

750 位 500 位 250 位1000 位

デ
フ

ォ
ル
ト

先

低い ← ← ← 格付（または評点）順位 → → → 高い

Ｂ

Ａ

901 位

25 先

50 先

75 先

100 先

750 位 500 位 250 位1000 位

デ
フ

ォ
ル
ト

先

低い ← ← ← 格付（または評点）順位 → → → 高い

Ｂ

Ａ

901 位

判別力のない
格付の描く線

実際の格付の
描く曲線

=
Ｂの面積

Ａ＋Ｂの面積
0％～100％の値

完全な格付の描く曲線⇒AR値100％
（ﾃﾞﾌｫﾙﾄ先が低格付に集中）

ＡＲ値(Accuracy Ratio:正確性の割合)

検証結果ならびに改善対応策を統合的リスク管
理委員会に報告
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＇５（クレジットリミット

格付
無担保不信限度額

(クレジットリミット)

○格 ○○億円

○格 ○○億円

○格 ○○億円

○格 ○○億円

○格 ○○億円

○格 ○○億円

○格 ○○億円

クレジットリミット：個社・グループの信用集中リスクを無担保不信額で管理
⇒ 格付別に無担保不信限度額を設定

必要に応じて総不信額での管理も併せて実施
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＇６（貸出基準金利

中期経営計画での利息収入計画を達成する水準に設定

格付別デフォルト率×非保全率
＇≒ELの概念（

預貸金部門の経費
＇与信規模別・格付別に設定（

調達利回り

期待収益率

信用コスト

経費率

調達コスト
採
算
ラ
イ
ン

目
標
ラ
イ
ン

考え方構成要素

保全率高い 低い

低い

高い

貸
出
基
準
金
利

保全率によって格付別に信用コストを付加
信用コスト

【信用コスト】

保全状況によっては、低格付先と高格付先の金利水準は逆転
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＇７（中間管理・経営改善支援

○○○

○○○

○○○○○○

事
業
再
生

担
当

Ｃ
Ｆ
担
当

特定業種担当

本部サポート体制の強化を含め、個社別取引管理の徹底による経営改善支援体制を強化

お取引先

連 携

本店部

地区法人担当部長

地区（営業店）

地区単位で
経営改善支援体制を強化

本部サポート体制を強化
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損失額
標準偏差

平均予測損失額（EL） 予測損失変動額（UL）

最大予測損失額（信用VaR）

損失額

発
生
頻
度
（
回
数
）

損失額
標準偏差

平均予測損失額（EL） 予測損失変動額（UL）

最大予測損失額（信用VaR）

損失額

発
生
頻
度
（
回
数
）

＇８（信用リスク計量化

①平均予測損失額：)
(EL:Expected Loss)

今後平均的に発生が
見込まれる損失額 ②予測損失変動額

(UL:Unexpected Loss)

大口損失やデフォルト率の変
動等による損失額のブレ

《信用ＶａＲ》

現在の不信ポートフォリオの構成等を前提に、一定の保

有期間経過後に一定の確率の下で生じ得る最大の損失額

計量化モデル
外部モデル（CRITS〈地銀共同開発シス
テム〉搭載モデル『Credit Gauge』）

計測対象
貸出不信、政策投資株式、デリバティブ、
コミットメント枠空きを含む

観測期間 1年間

信頼水準 99.9％

《計測方法》

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ回数 100万回

《パラメータ》

信用ＶａＲは、ＥＬとＵＬに分解される

予想ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率 観測期間1年×5年分の平均＋修正

予想回収率 保全率(担保掛目適用後）+無担保回収率

感応度 業種別・格付別のﾃﾞﾌｫﾙﾄ相関推計値

《運用》

計測･報告頻度 月次で経営会議に報告

ﾊﾟﾗﾒｰﾀ見直し 原則年1回

ﾊﾞｯｸﾃｽﾃｨﾝｸﾞ
原則年1回（計測手法、パラメータの適切
性を検証）

○「信用リスク量計測要領」で文書化し統制
○異なる前提条件下でのリスク量をストレス

テストとして把握

“前提条件”によって全く異なる結果が出る
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4. 市場リスク管理



24

＇１（資産・負債の総合管理

 資産・負債のマチュリティラダーにより、期間別のギャップを把握

 金利シナリオに基づき、期間収益への影響を勘案し、金利スワップによる
ヘッジなどＡＬＭ運営方針を策定し、リスクとリターンのコントロールを図る

ＡＬＭ管理方針

１統合的リスク管理委員会 3、6、9、12月に、以下の内容をテーマとして採り上げ

①マクロ経済予測及び金利の予測

②預貸金、有価証券投資の運営方針

③預貸金の運用・調達ギャップの分析とヘッジ方針

④資金ポジションの状況

２ ＡＬＭ戦略協議会 月１回、営業・市場・企画・リスク管理部門が出席

＇テーマ（

資産・負債の総合的管理、運用・調達戦略の最適化

法人・個人のセクター別戦略の策定

3 経営陣とのＡＬＭ協議 月２回、経営陣を交えた営業部門・市場部門の方針・戦略の協議
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＇2（有価証券投資の管理

 資本配賦額、損失管理基準、アウトライヤー比率のアラームポイントを設定
し、過度のリスクテイクを抑制

 市場リスク量の適切な把握が困難な運用資産には保有限度額を別途設定

有価証券投資に対するリスク管理方針

アラームポイント超過時の対応

 当該リスクカテゴリーの所管部署の担当取締役との協議により、今後の対
応を検討・実施

 協議内容を統合的リスク管理委員会で審議した後、取締役会へ付議
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5. 流動性リスク管理
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＇１（流動性リスク管理①

 資金繰りの状況・見通し、資金繰りに影響をおよぼす諸条件の変化を把
握・管理することにより経営基盤の安定性を向上

 平常時においても流動性危機時を想定しての対応策を確立

 資金繰り逼迫度区分＇平常時・懸念時・危機時（に応じてリスク管理を行う

資金ポジション限度額

安定的な調達実施のため、円貨・外貨別に調達額を設定

流動性リスク管理に関する基本方針

資金化可能資産準備額

危機時の預金流出リスクに備え、要準備額として資金化可能期間毎に設定

〇担保として利用できる資産

〇売却等により資金化が可能な資産
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＇１（流動性リスク管理②

資金繰り逼迫度区分および判断基準

定量的要件・定性的要件基づき、資金繰り逼迫度区分を「平常時」「懸念時」
「危機時」に区分し対応

定量的要件

顧客預金流出度合い

市場性資金調達状況

株価・格付

定性的要件

風評

市場の機能低下

対
応
方
法

調達市場の状況を把握

資金調達の確実性・有効性を
逐次確認

追加的な流動性確保策の検討

懸念時

危機時

必要によっては危機対策本部
を設置
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6. オペレーショナル・リスク管理
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＇１（オペレーショナル・リスク管理体制

監
査
役
（監
査
役
会
）

リスク統括部（全行のリスク管理統括）

営業店・本店部・グループ会社

事務リスク
【事務統括部】

システムリスク
【IT統括部】

人的リスク
【人事総務部】

有形資産リスク
【人事総務部】

審査会

営業統括部

法人営業部

個人部

業務ｻｰﾋﾞｽ部

金融商品営業部

資金証券部

融資第二部

資金証券部

金融商品営業部

資金証券部

資金証券部融資第一部

リスクの区分
【統括部署】

【関連部署】

【業務運営部署】

一次的牽制機能

風評リスク
【総合企画部】

オペレーショナルリスク【リスク統括部】

監

査

部

統合的リスク管理委員会

経営会議

取締役会

市場リスク
【リスク統括部】

信用リスク
【リスク統括部】

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会

流動性リスク
【リスク統括部】

法務リスク
【ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ統括部】

オペリスク委員
本店各部に設置

融資企画部
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重要な業務やシステムに対
しリスク事象＇起こりうるリス
クの内容（を想定・把握

想定されたリスク事象に対し、
リスクの影響度と発生頻度に
よ重要度を評価

＇２（オペレーショナル・リスク管理の概要

管理把握・評価

＇どこに、どんなリスクが、どれくらいあるか（

削減

＇計画的に削減（

顕
在
化
し
た
オ
ペ
リ
ス
ク

・顕在化したリスクに
対し、都度対策を実
施

・定期的に経営
陣へ報告

潜
在
的
な
オ
ペ
リ
ス
ク

・潜在的なリスクに対
し、計画的に対策を
実施

・ＣＳＡおよび改
善策の進捗状
況について、定
期的に経営陣
へ報告

雑損、仮払金等の直接損失だけでなく、オペリスクに係る対応費用
等を間接損失として収集

方
法

Ｃ
Ｓ
Ａ
の

【把握の方法】
損失報告システムにより事務ミス・事故等およびシステム障害を収集

計量化の実施
（ﾘｽｸを統一的な尺度で計測）

損失実績の収集

CSA（コントロール・セルフ・アセスメン
ト）

計量化

損失報告システム

【損失実績データ】

影響度・頻度を見積もり、
シナリオデータを策定

オペリスクの損失分布

金額

頻度 最大損失額
VaR

0 

99.9％

経営報告

損失実績データとシナリオデータを組み合わせて計量化を実施

【シナリオデータ】

+

削 減

システム開発
の優先順位付
けに活用

【把握の内容】

ｻﾌﾞｶﾃｺﾞﾘｰ毎に、潜在的なﾘｽｸ事象を把握し、重要度を評価

外部損失データ

外部損失データの共有化により、他行で発生したオペリスクを収集

・事
前
把
握
漏
れ
の
牽
制･

組
織
横
断
的
な
リ
ス
ク
削
減
策
の
実
施

「オ
ペ
リ
ス
ク
対
応
状
況
確
認
票
」

重要な業務やシステムに対し
リスク事象を想定

想定されたリスク事象に対し、
リスクの影響度と発生頻度を評価
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＇３（潜在的なオペリスクへの対応

リスク
カテゴリー 管理対象 管理対象のリスク評価 削減

事務 全事務項目

・所定の基準＇損失、情報漏洩等（に基づき、リスク事象＇どの事務で、どのよう
なことが起きうるか（を把握

・想定されたリスク事象に対し、リスクの大小・発生頻度を評価

・影響度の高いリスクに
対し、各所管部におい
て対応策を検討・立案

シス

テム

全システム

資産

・所定の基準＇業務継続性、情報漏洩等（に基づき、システムごとにリスク事象
＇どのシステムで、どのようなことが起きうるか（およびリスクの大小を把握

・想定されたリスク事象に対し、FISCの基準等に基づいたチェックを行うことに
よりシステム管理上の問題点を洗い出し

・影響度の高いシステム
管理上の問題点に対
して、対応策を検討・
立案

人的 全従事者

・過去の実績や他社事例等からリスク事象＇交通事故・雇用上のトラブル等（を
把握

・想定されたリスク事象に対し、リスクの大小・発生頻度を評価

・影響度の高いリスク事
象に対し、対応策を検
討・立案

有形

資産

全動産・

不動産

・所有する物件について、リスク事象＇自然災害等によりどのようなことが起き
うるか（を把握

・自然災害＇地震・台風・水災・火災（による地域単位・建物単位の予想損害額
と発生確率を評価

＇損保系リスクマネジメント会社へ外部委託し計量調査（

・影響度の高い物件に
対し、対応策を検討・
立案

潜在的なオペリスクへ対応するため、サブカテゴリーごとにＣＳＡを実施

サブカテゴリーごとのＣＳＡの概要
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＇４（他行との損失事例の共有化

21年度下期より、他行で発生している損失事例について、当行で発生する可能性がない
かを検証し、必要な対策を実施することにより、事務事故等の未然防止を図るため、オペ
リスク内部損失データの他行との共有化を実施。

リスク統括部で共有化したデータの集約を行い、約100事例の損失事象を各部に還元。
各所管部において発生可能性および対応策の検討を実施

参考：オペリスク管理における他行損失事例の位置付け

都度対策を実施

把 握 対 応

削 減

システムにより事務ミス・
事故等を報告

損失データ収集
顕在化した
オペリスク

計画的に対応策を実
施

削 減

潜在的な
オペリスク

当行のリスクを事前把握

ＣＳＡ

他行で発生
したｵﾍﾟﾘｽｸ

自らで想定

他行情報
を活用 各所管部にて損失事例

の発生可能性を検討

発生可能性の検討

リスクの洗い出し

リスク統括部で共有化した
データの集約・とりまとめを実施

ｵﾍﾟﾘｽｸ情報の共有化
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＇５（オペリスク削減策＇事例（

顕在化したオペリスクあるいは潜在的なオペリスクの削減策の実施事例

水 災 対 策

①顕在化したリスクへの対応

②潜在的なリスクへの対応

○平成21年7月の集中豪雨で浸水被害が発生

○ 大雨時の河川の氾濫等により、店舗が浸水する
可能性がある

「洪水ハザードマップ」＇注（の危険地域にある店舗に
ついて、ネットワーク接続機器を順次2階以上に移設

・浸水被害店舗のうち、防潮板＇浸水を防止するための鉄製等の板（未設置店に対し、防潮板を設置
＇平成22年3月末現在、計13ヶ店に設置（

・自然災害発生懸念時の営業店の対応項目を通達で徹底＇毎期（

＇注（「洪水ハザードマップ」
概ね、100年～200年に1度程度起きる大雨で河川が氾濫した

場合の浸水区域とその水深を国土交通大臣が指定し、各自治
体が作成したもの
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7. 当行リスク管理の課題
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リスク管理の課題

 ＶＡＲ等統計的手法によるリスク管理の限界

ストレステストの充実

経営陣が納得するストレステストの実施

潜在的なリスクの洗い出し・組織横断的対応

潜在的なリスクの予知能力向上

他部との密接な情報交換

他部を巻き込んで対応する行動力

経営への的確な情報提供

 PDCAの着実な実施
リスク管理関連施策の効果検証＇問題点の発見（と改善対応の継続


